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東日本大震災の教訓から

東日本大震災における福島県南相馬市の事例に学ぶ

１ 平常時からの悉皆性のある名簿の保有

２ 災害時の第三者提供の具体的手続・ルール整備

３ 行政と連携できる支援者の確保・育成



災害時における個人情報の共有

2013年6月成立、2014年4月施行の

改正災害対策基本法が、統一ルールを整理

避難行動要支援者名簿の義務化避難行動要支援者名簿の義務化

安否情報 収集・開示の制度化安否情報 収集・開示の制度化

被災者台帳 情報提供の制度化被災者台帳 情報提供の制度化



改正災害対策基本法と個人情報

（避難行動要支援者名簿の作成） 第４９条の１０

１ 市町村長は、当該市町村に居住する要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある
場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する
もの（以下「避難行動要支援者」という。）の把握に努めるとともに、地域防災計画の定めるところにより、
避難行動要支援者について避難の支援、安否の確認その他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保
護するために必要な措置（以下「避難支援等」という。）を実施するための基礎とする名簿（以下この条及
び次条第一項において「避難行動要支援者名簿」という。）を作成しておかなければならない。

２ 避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録するものと
する。

①氏名、②生年月日、③性別、④住所又は居所、⑤電話番号その他の連絡先、

⑥避難支援等を必要とする事由

⑦前各号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市町村長が必要と認める事項

３ 市町村長は、第一項の規定による避難行動要支援者名簿の作成に必要な限度で、その保有する要配慮者
の氏名その他の要配慮者に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内
部で利用することができる。

４ 市町村長は、第一項の規定による避難行動要支援者名簿の作成のため必要があると認めるときは、関係
都道府県知事その他の者に対して、要配慮者に関する情報の提供を求めることができる。



改正災害対策基本法と個人情報

（名簿情報の利用及び提供）第４９条の１１

１ 市町村長は、避難支援等の実施に必要な限度で、前条第１項の規定により作成した避難行
動要支援者名簿に記載し、又は記録された情報（以下「名簿情報」という。）を、その保有に
当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。

２ 市町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災計画定めると
ころにより、消防機関、都道府県警察、民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）に定め
る民生委員、社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第百九条第一項に規定する市町村社
会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等の実施に携わる関係者（次項において「避難
支援等関係者」という。）に対し、名簿情報を提供するものとする。ただし、当該市町村の条
例に特別の定めがある場合を除き、名簿情報を提供することについて本人（当該名簿情報に
よって識別される特定の個人をいう。次項において同じ。）の同意が得られない場合は、この
限りでない。

３ 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の
生命又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めるときは、避難支援等の実施に
必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に対し、名簿情報を提供することができる。この
場合においては、名簿情報を提供することについて本人の同意を得ることを要しない。



災害対策・見守り支援・孤立防止支援

平常時からの情報共有は許容されているか？

いずれにせよ個人情報保護条例をクリアする必要

条例のどの条項を活用するか？

(1)本人の同意があるとき。

(2)法令等に定めがあるとき。

(3)人の生命、身体又は財産に対する危険を避けるため、緊急かつやむ
を得ないと認められるとき。

(4)前3号に掲げるもののほか、審議会の意見を聴いて、実施機関が特に
必要があると認めるとき。



審議会の答申を得る

個人情報保護条例の審議会の答申を経る

審議会を経て個人情報を共有できる道を設けている条例を定めている場合
（江東区など）では、審議会の判断で、災害前から、平常時からの個人情報
共有を許容する答申を経るということも考えられる。条例制定が何らかの事
情で困難な場合、審議会を活用することが考えられる。

長岡市における災害時要援護者の未同意者リストの共有

三条市における災害時要援護者リストの共有

岩手県における被災者支援のための情報共有



新潟県長岡市

• 「未同意者名簿の整備」

【概要】

・災害要援護者名簿の整備を実施している。

・平時から防災協力組織間で名簿共有を同意している方の「同意
者名簿」と、同意が得られていない「未同者名簿」がある。

・未同意者についても、市の関係部局と地域包括センター等の組
織では平常時においても名簿を共有。

【手法】

・未同意者名簿の共有について、個人情報保護審議会の答申

（既存の個人情報保護条例による対応）

【概要】

・災害要援護者名簿の整備を実施している。

・平時から防災協力組織間で名簿共有を同意している方の「同意
者名簿」と、同意が得られていない「未同者名簿」がある。

・未同意者についても、市の関係部局と地域包括センター等の組
織では平常時においても名簿を共有。

【手法】

・未同意者名簿の共有について、個人情報保護審議会の答申

（既存の個人情報保護条例による対応）



新潟県長岡市
未同意者名簿

個人情報保護【審査会】の
答申により共有できるとし
た
◆長岡市の福祉・防災関係
部署
◆消防団、警察署
◆地域包括支援センター

緊急時は以下の支援機関に
も提供できる
（既存条例の確認と現場判
断円滑化）
●民生委員
●町内会
●自主防災組織



法令 ～条例を新設

個人情報保護条例以外の「条例」

平常時からの共有を許容する条項をつくる。「孤立防止条例」「地域支え
あい条例」「震災対策条例」「災害時要援護者名簿条例」「避難行動要支
援者名簿条例」など。あらかじめ、関係支援団体と共有できると明記する。

『渋谷区震災対策総合条例』

『中野区地域支えあい活動の推進に関する条例』

『足立区孤立ゼロプロジェクト推進に関する条例』

『千葉市避難行動要支援者名簿に関する条例』



東京都中野区

•「中野区地域支えあい活動の推進に関する条例」の制定

（団体等に対する情報の提供）

第７条

１ 区長は、地域における支えあい活動を推進するために必要があると認めるときは、
次項に掲げる団体、者又は機関（以下「団体等」という。）に対し、次条から第１１条
までに定めるところにより、次に掲げる者に係る情報（第３項に規定する情報をいう。
次項において同じ。）を提供することができる。

※高齢者、障害者、愛の手帳交付者などの要件が列挙

２ 前項の規定により情報を提供することができる団体等は、次のとおりとする。

※地縁団体、民生委員、消防、警察などが列挙

（団体等に対する情報の提供）

第７条

１ 区長は、地域における支えあい活動を推進するために必要があると認めるときは、
次項に掲げる団体、者又は機関（以下「団体等」という。）に対し、次条から第１１条
までに定めるところにより、次に掲げる者に係る情報（第３項に規定する情報をいう。
次項において同じ。）を提供することができる。

※高齢者、障害者、愛の手帳交付者などの要件が列挙

２ 前項の規定により情報を提供することができる団体等は、次のとおりとする。

※地縁団体、民生委員、消防、警察などが列挙



東京都足立区

•「足立区孤立ゼロプロジェクト推進に関する条例」の制定

（ 情報の収集）

第７条

１ 区長は、見守り活動及び孤立ゼロプロジェクト推進活動を行うため、必要に応じて次に掲げる
者に係る情報の収集に区が他の目的で取得した情報を用いることができる。

※高齢者、障害者等の対象が列挙

（ 住民名簿及び要支援者名簿の提供）

第８条

１ 区長は、見守り活動及び孤立ゼロプロジェクト推進活動を推進するため、必要と認めるときは、
次に掲げる者及び関係機関に対し、住民名簿及び要支援者名簿を提供することができる。ただし、
当該支援を必要とする者が規則に定めるところにより不同意の申出を区にしたときはこの限りでな
い

※町会自治会、民生委員等の対象が列挙

（ 情報の収集）

第７条

１ 区長は、見守り活動及び孤立ゼロプロジェクト推進活動を行うため、必要に応じて次に掲げる
者に係る情報の収集に区が他の目的で取得した情報を用いることができる。

※高齢者、障害者等の対象が列挙

（ 住民名簿及び要支援者名簿の提供）

第８条

１ 区長は、見守り活動及び孤立ゼロプロジェクト推進活動を推進するため、必要と認めるときは、
次に掲げる者及び関係機関に対し、住民名簿及び要支援者名簿を提供することができる。ただし、
当該支援を必要とする者が規則に定めるところにより不同意の申出を区にしたときはこの限りでな
い

※町会自治会、民生委員等の対象が列挙



兵庫県の新しい取組み

「ひょうご防災減災推進条例」
（「ひょうご安全の日を定める条例」）を大幅追加改正

「市町は、災害の発生に備え、自主防災組織等に対し避難行動要支援者
の法第49条11第1項に規定する名簿情報を共有するため、同条第2項ただ
し書に規定する特別の定めを設ける条例を制定等法制上の措置その他の
必要な措置を行うものとする」
（改正条例3条3項）



改正個人情報保護法（学術研究を除く公的部門ルール）
と災害対策基本法の関係

改正施行後 個人情報保護法利用及び提供の制限（改正法 第６９条）

法令
に基づく場合
を除き、利用
目的以外の目
的のために利
用し、又は提
供してはなら
ない

本人の同意・本人への提供

法令の定める所掌事務等の遂行に必要な限度で内部利用する場合
で、相当の理由があるとき

他の行政機関、独立行政法人、地方公共団体等に提供する場合で、
提供を受ける者が、法令の定める所掌事務等の遂行に必要な限度
で、相当の理由があるとき

専ら統計・学術研究目的
本人以外への提供が明らかに本人の利益になるとき
その他特別の理由があるとき

災害対策基本法（第４９条の１１第２項、第４９条の１５第２項）が優先

本人の同意 自治体が独自に条例で整備（新規独自条例又は災害条例の改正）

本人
と支援者の
同意

自治体が独自に条例で整備（新規独自条例又は災害条例の改正）

名簿

個別
計画



個人情報保護法と災害対策基本法の関係
（政府の令和3年4月時点の見解）

【取組指針45頁より抜粋】
（２）条例による特別の定めについて
○ 避難支援等関係者に対する避難行動要支援者名簿の平常時からの提供は、より積極的に避難支援
を実効性のあるものとする等の観点から、平常時から名簿情報を外部に提供できる旨を市町村が条例
による特別の定めがある場合は、平常時からの提供に際し、本人の同意を要しないこととしているの
で、市町村の実情に応じ、必要な対応を検討されたい。
なお、個人情報保護条例に規定されている一般的な個人情報の外部提供に関する規定を根拠とする場
合も、「当該市町村の条例に特別の定めがある場合」に該当する（参考：平成25年通知Ⅳ５（３）②
エ）が、令和３年５月に成立した「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」
による改正個人情報保護法の施行（公布の日から起算して２年を超えない範囲において政令で定める
日）後は、一般的な個人情報の外部提供は、個人情報保護条例でなく、改正個人情報保護法で規定さ
れることとなることから、一般的な個人情報の外部提供に関する定めをもって、災害対策基本法にお
ける条例の特別の定めとすることはできなくなることに留意されたい。
○ 改正個人情報保護法では、地方公共団体に関する個人情報保護の取扱いについて規定されること
となるが、改正個人情報保護法が自治体の個人情報保護に関する一般法であるのに対し、避難行動要
支援者名簿の個人情報保護についての取扱いは特別法である災害対策基本法が優先されるため、改正
個人情報保護法の施行後は、災対法第49条の11第２項の規定により、条例に特別の定めがある場合は、
名簿情報を提供することについて本人の同意を要しない。



個人情報保護法と災害対策基本法の関係
（政府の令和3年4月時点の見解）

【取組指針92-93頁より抜粋】
（３）条例による特別の定めについて
○ 本項に基づく個別避難計画情報の事前提供は、名簿と同様に、より積極的に避難支援を実効性のあるも
のとする等の観点から、平常時から個別避難計画情報を外部に提供できる旨を市町村が条例による特別の
定めがある場合は、平常時からの提供に際し、本人及び避難支援等実施者の同意を要しないこととしてい
るので、市町村の実情に応じ、このような対応も積極的に検討すること。

なお、個人情報保護条例に規定されている一般的な個人情報の外部提供に関する規定を根拠とする場合も、
「当該市町村の条例に特別の定めがある場合」に該当するが（令和３年通知第一Ⅱ１(３)②）、令和３年
５月に成立した「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」による改正個人情報保
護法の施行（公布の日から起算して２年を超えない範囲において政令で定める日）後は、一般的な個人情
報の外部提供は、個人情報保護条例でなく、改正個人情報保護法で規定されることとなることから、一般
的な個人情報の外部提供に関する定めをもって、災害対策基本法における条例の特別の定めとすることは
できなくなることに留意されたい。

○ 改正個人情報保護法では、地方公共団体に関する個人情報保護の取扱いについて規定されることとな
るが、改正個人情報保護法が自治体の個人情報保護に関する一般法であるのに対し、個別避難計画の個人
情報保護についての取扱いは特別法である災害対策基本法が優先されるため、改正個人情報保護法の施行
後は、災対法第49条の15第２項の規定により、条例に特別の定めがある場合は、個別避難計画情報を提供
することについて本人及び避難支援等実施者の同意を要しない。



２ 平常時からの名簿情報の提供の推進等
（１）過去の災害においては、平常時に提供さ
れた名簿を活用し、避難行動支援や安否確認等が
実施されており、平常時から名簿を提供し避難支
援体制の構築に努めることが円滑な避難支援ひい
ては避難行動要支援者の安全確保に効果的である
（参考資料）ことから、内閣府が作成した「避難
行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針
（平成25年８月）」（以下「取組指針」とい
う。）、「避難行動要支援者の避難行動支援に関
する事例集（平成29年３月）」等を十分活用し、
避難支援等関係者への名簿情報の提供を進めるこ
と。

（２）参考資料を参考に、避難行動要支援者本人
の同意の有無によらず名簿情報を提供できる根拠
となる条例の制定について、市町村の実情に応じ、
積極的に検討すること。

令和3年3月30日 内閣府・消防庁 通知
「避難行動要支援者名簿」の作成及び平時からの
名簿情報の提供の推進等について



実態把握調査や研究深化

※
本研究は
JSPS科研費JP19H04419
の助成を受けたものです。

平時からの利活用を実現するために独自
に条例上の手当てを行っている自治体は
僅か数パーセントである。



改正災害対策基本法と個人情報

（個別避難計画の作成）４９条の１４

１ 市町村長は、地域防災計画の定めるところにより、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、当該避難行動要
支援者について避難支援等を実施するための計画（以下「個別避難計画」という。）を作成するよう努めなければ
ならない。ただし、個別避難計画を作成することについて当該避難行動要支援者の同意が得られない場合は、この
限りでない。

２ 市町村長は、前項ただし書に規定する同意を得ようとするときは、当該同意に係る避難行動要支援者に対し次
条第二項又は第三項の規定による同条第一項に規定する個別避難計画情報の提供に係る事項について説明しなけれ
ばならない。

３ 個別避難計画には、第四十九条の十第二項第一号から第六号までに掲げる事項のほか、避難行動要支援者に関
する次に掲げる事項を記載し、又は記録するものとする。

一 避難支援等実施者（避難支援等関係者のうち当該個別避難計画に係る避難行動要支援者について避難支援等を
実施する者をいう。次条第二項において同じ。）の氏名又は名称、住所又は居所及び電話番号その他の連絡先

二 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項

三 前二号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市町村長が必要と認める事項

４ 市町村長は、第一項の規定による個別避難計画の作成に必要な限度で、その保有する避難行動要支援者の氏名
その他の避難行動要支援者に関する情報を、その保有に当たつて特定された利用の目的以外の目的のために内部で
利用することができる。

５ 市町村長は、第一項の規定による個別避難計画の作成のため必要があると認めるときは、関係都道府県知事そ
の他の者に対して、避難行動要支援者に関する情報の提供を求めることができる。



改正災害対策基本法と個人情報

（個別避難計画情報の利用及び提供）４９条の１５

１ 市町村長は、避難支援等の実施に必要な限度で、前条第一項の規定により作成した個別避難計画に記載
し、又は記録された情報（以下「個別避難計画情報」という。）を、その保有に当たつて特定された利用の
目的以外の目的のために内部で利用することができる。

２ 市町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災計画の定めるところによ
り、避難支援等関係者に対し、個別避難計画情報を提供するものとする。ただし、当該市町村の条例に特別
の定めがある場合を除き、個別避難計画情報を提供することについて当該個別避難計画情報に係る避難行動
要支援者及び避難支援等実施者（次項、次条及び第四十九条の十七において「避難行動要支援者等」とい
う。）の同意が得られない場合は、この限りでない。

３ 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生命又は身
体を災害から保護するために特に必要があると認めるときは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援
等関係者その他の者に対し、個別避難計画情報を提供することができる。この場合においては、個別避難計
画情報を提供することについて当該個別避難計画情報に係る避難行動要支援者等の同意を得ることを要しな
い。

４ 前二項に定めるもののほか、市町村長は、個別避難計画情報に係る避難行動要支援者以外の避難行動要
支援者について避難支援等が円滑かつ迅速に実施されるよう、避難支援等関係者に対する必要な情報の提供
その他の必要な配慮をするものとする。



安否情報

自治体は、

〇住民の安否について照会者に回答することができる

〇安否確認目的以外で収集している情報を利用して回答

〇自治体は他の自治体から安否情報を収集できる

個人情報保護条例上も問題なし
第三者提供ができる要件
『法令等の定め』に該当
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１ 災害が発生した際、人命の救助活動の効率化・円滑化に氏名等公表が資
する場合があることや、発災当初の 72 時間が極めて重要な時間帯である
ことを踏まえ、氏名等公表の可否や判断基準、氏名等公表及びその結果寄
せられた安否情報の確認・共有に係る一連の手続き等について、市町村や
関係機関と連携の上、平時から検討しておくこと。その際、旅行者等の一
時滞在者についても、その家族や知人等から、所在が不明であるとして警
察等に情報提供がある場合を想定し、これらの者の氏名等公表についても
検討しておくこと。

２ 氏名等公表については、被災地の居住者・一時滞在者を問わず、人的被
害の数について一元的に集約、調整を行う都道府県が行うことが基本とな
るが、局所的な災害であるなどの事情により、市町村が行うことが安否情
報の収集等に資すると考えられる場合においては、上記１で行った都道府
県と当該市町村の事前調整に基づき、市町村が行うことも考えられること。

災害時における安否不明者の氏名等の公表について
（内閣府防災ほか 2021年9月16日）



災害時における安否不明者の氏名等の公表について
（内閣府防災ほか 2021年9月16日）

３ 氏名等公表については、各地方公共団体がそれぞれの個人情報保護条例に
照らしてその可否を判断することとなるが、その際、安否不明者の氏名等公表
を行うことにより安否情報の収集等を行い、救助活動を効率化することが重要
な場合においては、氏名等公表は、人の生命又は身体の保護のため緊急の必要
があるときの個人情報の提供と考えられることから、それを踏まえて個人情報
保護条例に定める個人情報の利用及び提供制限の例外規定の適用を検討された
いこと。

４ 氏名等公表の対象者について、配偶者からの暴力（DV）やストーカー行為
の被害者等の所在情報を秘匿する必要がある者が不利益を被らないよう、都道
府県関係部局及び域内市町村と平時から公表時の取扱いについてあらかじめ決
めておくなど十分な調整を図るとともに、公表に当たっては、あらかじめ、関
係市町村に確認すること。

５ 上記４の確認を含め、氏名等公表の可否の判断に時間を要する対象者がい
る場合には、それ以外の公表可能な対象者から段階的に公表することも考えら
れること。



災害時における安否不明者の
氏名等の公表について
（内閣府防災ほか 2021年9月16日）



災害時における被災者の氏名等公表方針
（静岡県危機管理部 2021年11月12日）





災害・感染症等による死亡と個人情報の開示（考え方）

自然災害・事故・新型感染症等による死亡者の氏名（個人情報）開示は、死亡経緯、属性、場所な
どを含め、現在および将来の対応策への活用や事後検証、さらに教訓の伝承、対応策の政策反映に
とって有益であり、かつ必要不可欠。社会の行動変容や防災行動に繋がる。個人情報保護法又は個
人情報保護条例による「個人情報の保護」に優先する権利利益として死者情報開示をとらえる。報
道機関としては行政監視のための報道の自由の権利行使ともいえる。

氏名開示による遺族・関係者（勤務先や地域コミュニティ）等の不利益が万一想定されるとしても、
それは「不開示」の積極的根拠とすべきではない。特に個人情報保護条例との関係で「遺族の同
意」を求めるのは個人情報保護条例の要請では全くない。現実的にも遺族の同意に正統性を認める
のは困難。

遺族や関係者への風評被害については、「個人情報保護」とは別の問題。補償などの予算措置を行
うべき問題（特に感染症対策）。また、名誉棄損やメディアスクラムは、刑事事件対応を含む厳正
な対処を行うようサポート。報道機関の自主的なルールや名誉棄損への厳正な対処によって行うべ
きもの。

基礎自治体ごとに「生命、身体、財産」に関わることや「公衆衛生」「児童福祉」に関わることが
バラバラで良いはずはなく、少なくとも個人情報の利用に関してはナショナルミニマムで「利活
用」を底上げすべき。行政機関による隠ぺい行為への権力監視も不可欠。



新型感染症の情報提供に関する基本的考え方

※個人情報保護法に関する見解だが、個人情報保護条例においても考え方は共通。生命・
身体・財産の保護のために緊急かつやむを得ない措置、あるいは本人の利益になる合理的
かつ必要な措置と評価。



新型感染症の情報提供に関する基本的考え方



被災者台帳

自治体は

・被災者台帳を作成することができる。

⇒生活再建支援を漏れなく実施するには、事実上不可欠

・自治体や支援機関と被災者台帳を共有できる

⇒被災自治体への提供、被災自治体からの情報収集

いずれもできるので、使い方によっては相互共有可能

個人情報保護条例上も問題なし
第三者提供ができる要件
『法令等の定め』に該当



本件に関連する研究と実証実験(経過報告)

✓加藤尚徳・神原咲子・岡本正・鈴木正朝・村上陽亮「災害と名
簿～倉敷市真備地区の事例から～」情報処理学会研究報告
（Vol.2019-EIP-85 №6）

✓神原咲子・太田祥子・山岸暁美・岡本正・加藤尚徳「災害保健
医療に資する個人データ利活用と課題」BIO Clinica 35(3) 
pp.61-64

✓加藤尚徳「災害時の個人情報取扱いに関する現状と課題」IP
Vol.47 pp.10-20



西日本豪雨・倉敷真備の調査から
（西日本豪雨の倉敷市真備地区の避難所における実態）

・避難所ごとに2名体制で職員が対応し「避難所利用者登録票」を取得。家
族氏名・住所・連絡先・被害・滞在希望場所・疾病・障害・アレルギー・
妊娠・言語・要配慮事項・特技免許・安否確認情報公開の是非などの情報
を収集。

・名簿は職員のみが保管し支援にあたるNPO団体や専門団体、さらに医療支
援専門職へも提供されなかった（一部調査中）。

・NPO団体などは自ら改めて名簿を作成するため一人ひとりに情報収集を行
い、また異なるNPOの間でも情報共有がなされず、また別のNPOがそれぞれ
に名簿を作成して回った。これにより官民で相当数の名簿が一つの避難所
ごとに作成されるに至る。

・日中に名簿作成とニーズ調査作業をした団体と、夜間に名簿作成とニー
ズ調査をした団体とで名簿が異なる。必要物資のカウントも異なる。実際
に双方の名簿から抜け落ちた被災者に物資が供給されない事態になる。
※ 前掲加藤「災害時の個人情報取扱いに関する現状と課題」より



西日本豪雨・倉敷真備の調査から
（西日本豪雨の倉敷市真備地区の避難所における連合医師会支援の実態[概略]）

・今どこで誰が生活しているのか把握するのに時間がかかり、把握未了者がいる。

・在宅避難者や「みなし仮設」入居者情報が分からない。

・かかりつけ医が患者の顛末を捕捉できない。

・避難所から仮設住宅に入居した人の情報が分からない。

・慢性期の健康支援情報を吸い上げたり共有するすべがない。

・行政は戸別訪問しているはずだが、その情報が医療支援者側へ共有されない。

※ 前掲加藤「災害時の個人情報取扱いに関する現状と課題」

※ 山岸暁美ほか「被災地におけるヘルスケアニーズの変遷／倉敷市連合医師会『平成30年7月豪雨発災から2
ケ月倉敷の現状の課題を知り未来を考える会』報告書」より



西日本豪雨・倉敷真備の調査から
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※KDDI総研
加藤尚徳作成



西日本豪雨・倉敷真備の調査から

※KDDI総研 加藤尚徳作成



単一IDで名簿情報の紐づけ
健康管理・生活再建支援制度利用状況管理

40

※KDDI総研 加藤尚徳作成



西日本豪雨（平成30年7月豪雨）
健康手帳×生活再建ノート
（高知県立大学減災ケアラボ 神原咲子教授／※生活再建に関して岡本正監修）



生きた証を遺す。失われる死者の声。

国は、地方公共団体が保有する災害時の「災害弔慰金
支給審査委員会」等が保有する「災害関連死」に関す
る資料や審議議事録を徹底的に分析し、将来の災害関
連死の防止に役立つ知見を抽出し、災害救助法をはじ
めとする各種法改正や運用に反映させる施策を行うこ
とが不可欠である。

上記を実現するために国に専属担当部署を設置し、地
方公共団体から上記災害関連死に関する一切の記録を
集約（個人情報の収集）を行う根拠法を制定すること
が不可欠である。



2021年1月～2月 共同通信配信 東日本大震災10年特集

毎日新聞
2019年2月21日朝刊オ
ピニオン
発言：災害関連死事例
データ化を



直近の災害関連死事例収集に関する国会答弁・政府対応

第204回国会衆議院災害対策特別委員会 令和3年3月18日

委員質疑：せめて東日本大震災以降の未収集の3000件以上について詳細な収集分
析を国と有識者のプロジェクトで実施すべき

防災担当大臣：令和元年以降の事例収集を行って公表予定

令和3年3月末 事例集公表（100件未満、令和元年以降事例や判例集）

第204回国会衆議院災害対策特別委員会 令和3年5月20日

委員質疑：これまでの熊本、東日本、令和では分析不十分

防災担当大臣：これまでの東日本や熊本の報告書を参考にすればよい

復興大臣政務官：2012年の報告書のほかに新たな事例収集予定はない



〇内閣府・防災科学技術研究所委託事業
データ戦略に基づく防災分野のプラットフォームの検討業務 デー
タ戦略に基づく防災分野におけるプラットフォームの在り方ワーキン
ググループ運用検討チーム（2022年1月―）

〇内閣府
防災分野における個人情報の取扱いに関する検討（2022年1月―）



企業と自治体の皆様に望むこと
「災害復興法学」誕生10年と新しい防災教育
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被災するとはどういうことか
岡本正監修『被災後の生活再建のてびき』（東京法規出版）より



被災地の声をみる
岡本正『災害復興法学』『災害復興法学Ⅱ』（慶應義塾大学出版会）より



情報が伝わらないメカニズム

岡本正『災害復興法学』
（慶應義塾大学出版会）より



災害時の情報整理（生活再建編）

•たとえば内閣府（防災担当）による各種の通知・事務連絡

•たとえば各省庁から個人向け、業界向け、事業者向け支援情報

•たとえば金融機関（銀行、保険等）からの契約者支援情報

•たとえば各種専門士業団体からの被災者支援まとめ情報

•例えば自治体からの支援情報

これらは、自治体で、メディア（主にNHK）で、「Yahoo!」で効
率よく見やすく「情報整理発信」されてきた実績がある。

しかし、東日本大震災、熊本地震、西日本豪雨、令和元年・2年
豪雨ほかあらゆる災害現場で「情報支援漏れ」「支援申請漏れ」
が尽きない。



災害時の情報整理（生活再建編）

・被災者自身（被災するかもしれない平時のあなた自身）が災害
時に利用できる情報の収集のための知識、すなわち「生活再建へ
の土地勘」「被災ライフプランの勘所」が必要になる。

（災害時情報リテラシーの生活再建編⇔気象情報・物資情報）

・被災後に生活を取り戻し、立ち直るための情報を適切に取得す
る『知識の備え』の防災教育が不可欠。



専門家と連携した
情報提供ルートの複線化

岡本正『災害復興法学』
（慶應義塾大学出版会）より

ひとりひとり
の情報受信・
受援力を

防災教育段階
から強化して
おく必要性



生活を取り戻す知恵を備える
再建へのステップを意識する
岡本正『被災したあなたを助けるお金とくらしの話 増補版』（弘文堂）より



生活を取り戻す知恵を備える
再建へのステップを意識する
岡本正『被災したあなたを助けるお金とくらしの話 増補版』（弘文堂）より







被災後の生活再建のてびき（岡本正・監修）



身近なところに「知識のソナエ」



参考文献

この国の未来を担うあなたへ
これは被災地4万人の
声が導いた、
復興政策の軌跡と
未来への道標である

2014年 慶應義塾大学出版会



参考文献この国の未来を担うあなたへ
復興政策の軌跡は、
未来をつくる希望の種になる。

2018年 慶應義塾大学出版会



参考文献声は届く、ともに歩んでいこう。

第1章 災害復興法学の体系化を目指して
第2章 災害時の無料法律相談分析の意義と

災害復興法学に関する先行研究
第3章 東日本大震災無料法律相談情報分析結果
第4章 広島市豪雨災害無料法律相談情報分析結果
第5章 熊本地震無料法律相談データ分析結果
第6章 リーガル・ニーズの分析と災害復興政策の実現
第7章 分野横断的な復興政策モデルの構築
第8章 災害復興法学の実践
第9章 考察
第10章 結論と展望

2018年 勁草書房（ＫＤＤＩ叢書）

【受賞御礼】日本公共政策学会
2019年度学会賞『奨励賞』
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○被災時の緊急対応、復旧、復興に必要な各
種特例措置の先例・通知を示す実務解説書。

○膨大な通知等を精選し分野ごとに整理・分
類して解説。被災時に自治体が自主的にとる
べき措置がカテゴリー別にわかる。

○各種特例措置について、その意義や法的な
根拠・解釈（法的評価）、具体的な活用法に
ついても解説。

○巻末には約1,140通の大規模災害時の通知
等のタイトル一覧を収録。

2019年 第一法規
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2019年 第一法規

【自治体職員必携！！】

自治体職員の事前の備え、初動、応急、復
旧、復興まで、各場面で自治体職員がやる
べきことを時系列で示す。

自治体職員が平常時の予習、準備や、災害
対応時にも携帯することを想定。

【岡本全勝・元復興次官推薦！】

どこでも起きる
大災害。
全ての自治体職員に
学んで欲しい。
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図書館はやはり
『学びの場』
第1部 「知る」
第2部 「伝える」
第3部 「つくる」
災害が起こったとき、不安を抱える被災者
の生活再建のために、図書館が担える役割
とは何でしょうか。「生活再建への知識」「備
えの防災教育」をキーワードに、地域を支え
る情報拠点であり、だれにでも開かれた生
涯学習の場である図書館へ。

2019年 樹村房

玉有朋子先生による
ファシリテーション・
グラフィックも掲載！
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2021年3月 有斐閣

第１部 災害法務の視点
第１章 BCPへの理解と人材育成
第２部 場面別 災害対応の法律問題
第２章 従業員・労働者との関係
第３章 株主・オーナー経営者との関係
第４章 取引先・顧客との関係
第５章 近隣・来場者・地域との関係
第６章 事業の再生
第７章 企業以外の組織における対応
第８章 企業をとりまく人々との連携
第３部 災害法務の実践
第９章 BCPの策定
資料編

自然災害から企業を、従業員を、お客様を守りたい
でもどんな対策をすればいいのかわからない──

そのような悩みを持つ中小事業者に向けて
災害法務に精通した弁護士が
事前の備えと災害発生後の対応について
法的根拠を示しながら具体的に解説
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読売新聞 2016年3月11日朝刊「顔」

朝日新聞 2013年9月11日朝刊「ひと」



 

毎日新聞 2020年 4月 23日朝刊 総合 4面 

ひと：岡本正さん＝被災時に役立つ知識をまとめ出版した弁護士 

東京中日新聞 2020年3月12日朝刊

共同通信配信 2020年3月全国地方紙掲載



弁護士。博士（法学）。マンション管理士。ファイナンシャルプランナー（AFP）。医療経営士(２級)。
防災士。防災介助士。岩手大学地域防災研究センター客員教授。北海道大学公共政策学研究センター上
席研究員。慶應義塾大学・青山学院大学ビジネス法務専攻・長岡技術科学大学・日本福祉大学等の非常
勤講師。2013年度から2016年度には中央大学大学院公共政策研究科客員教授も務めた。2017年9月20日、
博士論文「災害復興法学の体系―リーガル・ニーズと復興政策の軌跡―」により新潟大学大学院現代社
会文化研究科より『博士（法学）』の学位を取得。

1979年生。神奈川県鎌倉市出身。2001年慶應義塾大学法学部法律学科卒業、同年に司法試験合格。
2003年に弁護士登録し、田邊・矢野・八木法律事務所（現在名）に10年勤務したのち、2013年8月に独立
し岡本正総合法律事務所を設立。2016年4月に銀座パートナーズ法律事務所を設立。
弁護士ほか専門資格と豊富な行政内弁護士経験を活かし、企業、個人、行政、政策、教育など幅広い

法律分野を扱う。2009年10月から2011年10月まで内閣府行政刷新会議事務局上席政策調査員として、行
政改革・規制改革・政府系法人改革・行政事業レビューなど行政改革・政策立案を担当する。東日本大
震災を契機として、2011年4月から12月まで日弁連災害対策本部嘱託室長にも就任。東日本大震災の４万
件の無料法律相談データベース策定を提言し、その責任者となる。2011年12月から2017年7月まで文部科
学省原子力損害賠償紛争解決センター総括主任調査官に就任し、組織体制の構築や仲介基準策定をはじ
め多数の案件に関わる。2012年には、リーガルニーズと復興政策の軌跡をとりまとめ、法学と政策学を
融合した「災害復興法学」を大学に創設。講義などの取り組みは、『危機管理デザイン賞2013』『第６
回若者力大賞ユースリーダー支援賞』などを受賞。
総務省域情報化アドバイザーほか内閣官房、内閣府、東京都、神奈川県ほか産学官の公職多数。その

他企業や行政機関の役職・アドバイザー・専門委員等多数。NHK「視点・論点」、読売新聞「顔」、朝日
新聞「ひと」、毎日新聞「ひと」、東京新聞「この人」他メディアにおける有識者出演多数。
代表著書に『災害復興法学：リーガル・ニーズと復興政策の軌跡』（勁草書房／日本公共政策学会奨
励賞受賞）、『災害復興法学』（慶應義塾大学出版会）、『災害復興法学Ⅱ』（同）、『非常時対応の
社会科学法学と経済学の共同の試み』（有斐閣）、『公務員弁護士のすべて』（第一法規）、『被災し
たあなたを助けるお金とくらしの話 増補版』（弘文堂）、『図書館のための災害復興法学』（樹村
房）などがある。

岡本 正（Tadashi OKAMOTO）
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